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１．４団体の概要

２．廃棄物削減取組みの基本的考え

３．廃棄物の排出及び削減の状況

４．取組み事例

５．まとめ
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１． ４団体の概要

• ＪＥＭＡ
– 主な取扱い製品：□発変送電機器 □公共施設機器 □産業設備機器

□家庭用電気機器 □ソフトウェア・エンジニアリング 等
– 会員数：２８０社

• ＪＥＩＴＡ
‒ 主な取扱い製品：□情報システム及びパーソナル機器 □デジタル家電機器

□産業・社会システム機器 □電子部品 □電子デバイス 等

‒ 会員数：５２７社

• ＣＩＡＪ
‒ 主な取扱い製品：□通信機器（有線・移動体端末機器） □ネットワーク関連機器 等
‒ 会員数：１７６社

• ＪＢＭＩＡ
‒ 主な取扱い製品：□複写機 □複合機 □デジタル印刷機 □データプロジェクター

□シュレッダー □電子黒板 等
‒ 会員数：４９社
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廃棄物削減対策と循環基本計画の指標との関係

１．資源生産性（入口）

・製品設計・製造の取組み

２．循環利用率（循環）

・リサイクル材の利用

・廃製品のリサイクル（家電リサイクル 等）

３．最終処分量の削減（出口）

・廃棄物削減対策
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２．廃棄物削減取組みの基本的考え

• ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の効率的

な推進を図り、ゼロエミッション達成を目指す

• 経済産業省の業種別ガイドラインに従った取り

組み

• 日本経団連の環境自主行動計画に参画し、4団

体が結束し、最終処分量削減に向け取り組む
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３．廃棄物の排出及び削減の状況
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電機・電子４団体の廃棄物の状況
●電機・電子４団体の日本全体における割合（２００３年度実績）

●電機・電子４団体の産業廃棄物の推移 （単位：万トン）

７．４％

３，０４４万トン

４億１，１６２万トン

日本全体

－１．９％最終処分率

０．８％３３７万トン発生量

０．２％

割合

６．５万トン

電機・電子４団体

最終処分量
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廃棄物発生量の内訳

廃アルカリ
19%

廃酸
16%

鉄くず
15%

スラッジ
11%

その他
39%

●種類別発生量（２００４年度実績：２３９万トン）

産業廃棄物等発生量を種類別にみると廃アルカリ、廃酸、
金属くず、スラッジで、全体の約６０％を占めている
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再資源化の推進状況

鉄くず
21%

無機性スラッジ
11%

がれき類
9%

紙くず
9%

廃プラ類
8%

廃酸
19%

廃油
6%

木くず
3%

その他
4%

非鉄金属くず
5%

廃アルカリ
5%

●再資源化量の種類別構成（２００４年度実績：１７１万トン）

●再資源化量の推移実績 単位：万トン
発生量の変動に
かかわらず
再資源化の割合は増加
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最終処分廃棄物の内訳

●最終処分量の種類別構成（２００４年度実績：４．７万トン）

無機性スラッジ

26%

廃ﾌﾟﾗ類（合成ゴム

くず以外）

29%

ガラスくず

4%
陶磁器くず

4%

鉱さい（鋳物廃砂）
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廃酸
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４．取組み事例

（１）副産物の発生抑制の推進

（２）資源としての有効利用

（分別の徹底、再資源化の推進 ）

（３）副産物の再資源化用途拡大

（４）廃酸、廃アルカリ、廃油等の処理
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（１）副産物の発生抑制の推進
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5289mm
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改善前

材料利用率：８６％
・作業者がトリミング
方法を決定

①

②

③

④

⑥
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1610mm 1575mm

5080mm

1895mm材料利用率：９３％

・PCで最適トリミング
自動計算

従来作業者がトリミング方法を

決定していたのを、パソコンで

最適トリミングを自動計算する

システムを開発

生産工程での最適化により、

端材の発生の最小化を図る

真空断熱材を帯状の原材料からカットする工程における事例

材料利用率が７％向上し、
年間４４ｔの廃棄物削減

改善後

目 的

施 策

効 果



電機・電子４団体（JEMA、JEITA、CIAJ、JBMIA）
13

（２）資源としての有効利用①

・シリコンを含む研磨排水を自社開発
のアクアクローザで低圧吸引濾過し、
濾過水は洗浄水としてあるいは純水
製造装置を介して半導体製造工程で
再利用
・濃縮水中のシリコンは脱水処理装置
でピュアシリコンペースト(PSiP)とし
て回収、製鉄会社で再利用

・半導体製造工程から発生する研磨
排水のリサイクル

・水の循環再利用により、一つの半導体工場で年間１４万ｔ（90％）の水使用を削減
・研磨排水中のシリコンは１００％有効利用

目 的

施 策

効 果

研磨排水の水とシリコンを有効利用する事例
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（２）資源としての有効利用②

目 的

施 策

効 果

半導体製造工程から発生する、
廃フッ硝酸の再使用

濃度が約30種類ある廃フッ硝酸に
ついて、水の混入低減対策や再使
用可否を分別するための設備改造
等を行い、製鉄メーカーのステンレ
ス洗浄材として再使用

・年間約120トンのフッ硝酸が再使用可能
・汚泥の発生を300トン／年削減
・ＬＣＡ評価の結果、CO2排出量を52トン／年削減

半導体製造工場

使用済みフッ硝酸の製鉄会社での再使用の事例
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（２）資源としての有効利用③

目 的

施 策

効 果

半導体製造工程から発生する、
廃ウエハーのリサイクル

従来、アルミ補強材としてリサイク
ルしていた廃ウエハーについて、
製品パターンが無いウエハーを
ソーラパネルの原料としてリサイク
ル

・年間10万枚の廃ウエハーを、再利用・再製品化
・廃棄ウエハーで作られるソーラーパネル(太陽光)発電で、年間47万kWhの電力
(約130世帯分の年間使用電力)を作り出すことができ、178トン／年のCO2削減

左：廃棄ウエハー 右：ソーラーセル ソーラーパネルを使った広告灯

廃棄ウエハーをソーラーパネルに再利用する事例
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（３）副産物の再資源化用途拡大

• 廃プラスチック：
– プラスチック原料化、燃料、 高炉還元剤として再資源化

• 汚泥：
– セメント原料、路盤材として再資源化

• 廃酸：
– 金属材料表面処理用として再利用、酸洗浄薬品として再利用

• 廃アルカリ：
– 肥料原料、中間処理後セメント原料として再資源化

• 廃油：
– 燃料として再資源化

• 金属くず：
– 金属精錬原料として再資源化
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・半導体製造工程から発生する

弗酸排水処理汚泥のリサイクル

・弗酸排水処理汚泥を燐酸製造プラントで

副製品製造の原料として利用

・再利用が困難であった

弗酸排水処理汚泥の安定処理を実現

・汚泥中の弗素成分を１００％有効活用
（２，８００トン／年）

＜弗酸排水処理汚泥（主成分ＣａＦ２）の再資源化＞

●● ＦＦ ：： 珪弗化ソーダ（Ｎａ珪弗化ソーダ（Ｎａ２２ＳｉＦＳｉＦ６６）の原料）の原料

●● ＣａＣａ ：： 石膏（ＣａＳＯ石膏（ＣａＳＯ４４・２Ｈ・２Ｈ２２Ｏ）の原料Ｏ）の原料

燐酸製造プラント処理フロー
燐酸製造プラント処理フロー燐酸製造プラント処理フロー

＜燐鉱石主成分＞

●●燐鉱石の主成分＝燐鉱石の主成分＝ ＣａＣａ９９（ＰＯ（ＰＯ４４））６６・ＣａＦ・ＣａＦ２２ ＋＋ ＳｉＯＳｉＯ２２

●● 製製 品品 ＝＝ 燐酸燐酸 ＋＋ 石膏石膏 ＋＋ 珪弗化ソーダ珪弗化ソーダ

（Ｈ（Ｈ３３ＰＯＰＯ４４）） （ＣａＳＯ（ＣａＳＯ４４・２Ｈ・２Ｈ２２Ｏ）Ｏ） （Ｎａ（Ｎａ２２ＳｉＦＳｉＦ６６））

原材料原材料

粗燐酸

製製 品品

分 離

石膏石膏
（ボード、セメント用）（ボード、セメント用）

精製燐酸

工業用燐酸

フッ素系製品フッ素系製品
（珪弗化ソーダ）（珪弗化ソーダ）

回収設備

弗酸排水処理汚泥弗酸排水処理汚泥

石膏

副製品製造の副製品製造の

原料として投原料として投
入入

濃縮分離

排水処理精 製

燐鉱石硫酸

分 解

（３）再資源化用途拡大の一例

目 的

施 策

効 果

弗酸排水処理汚泥の再資源化拡大の事例
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Cｄ廃液の自社内無害化処理目 的

施 策

効 果

Ｃｄ廃液処理装置導入

装置導入により廃液処理業者に
処理委託していたCd特管廃液が
なくなった（年間約 ６３０トン） 水使用量

70m3/day

再利用 回収

中水装置 RO膜

目 的 メッキ工場での廃水リサイクル

施 策 中水処理装置導入

装置導入により再度製品の
洗浄水に利用（７０㎥/day）

効 果

（４）廃液の自社内処理による廃棄物削減①
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（４）廃液の自社内処理による廃棄物削減②

自然浄化による現像廃液処理システム

微生物処理 備長炭／
生物活性炭処理

カキ殻処理 魚監視 処理水の再利用

目 的

施 策

効 果

液晶・半導体製造工程から発
生する、現像廃液の処理

微生物を使った浄化システム
の採用

自然界に存在している材料を最大限
に利用して、化学薬品を用いないで
完全処理可能

（処理能力：30ｔ/day）
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５．まとめ

１．電機・電子４団体の位置付け
・排出量：日本全体の１％弱 （2003年度産業廃棄物量）
・最終処分率：２％、 再資源化率：７２％に到達

（再資源化量／発生量）

２．製品設計段階から廃棄段階までの取組みを
継続する

３．引き続き、日本経団連の環境自主行動計画に
参画して取り組む



電機・電子４団体（JEMA、JEITA、
CIAJ、JBMIA）

年次報告書
～家電リサイクル法施行後の成果～

財団法人 家電製品協会

【参考】：家電リサイクルに関する年次報告書（抜粋）
（詳細は（財）家電製品協会のホームページ参照下さい）

http://www.aeha.or.jp/02/kadennenji17.pdf
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法施行以前は回収できていなかったプラスチックや
ガラス等の、非金属類の有用な資源の回収量は、
確実に増加
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